
(単位：千円）
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※行政経営計画査定欄には、「平成27年度行政経営計画に係る事務事業の取組方針（案）について」の政策的査定結果を記入して下さい。
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【委託料】 11,373,000円
（内訳）
・
監理業務委託料 7,165,000円

・ 浄化槽最終清掃業務委託料 1,002,000円

・ ネットワーク構築業務委託料 3,206,000円

【工事請負費】 315,771,000円
（内訳）
・ 建築工事費 238,183,200円

・ 電気工事費 70,966,800円

・ 電話回線構築工事費 6,620,400円

【備品購入費】 8,872,000円
（内訳）

・(仮称)防災コミュニティ等拠点施設に係る整備費 ・ 備品購入費 8,871,433円

【公有財産購入費】 41,956,000円
（内訳）

上記の目的を達成するため。 土地購入費 41,955,136円
［復活理由］

(概要）

(根拠法令）

予　　算　　要　　求　　内　　容

(仮称)防災コミュニティ等拠点施設整備工事

要求Ｐ 1 査定Ｐ 1

　　　　　　　　　　　　　　0千円（　　　年度～　　　　年度）
0
0
債務負担行為

212,172

451,084

(目名） 災害対策費 （細目名） (仮称)防災コミュニティ等拠点施設整備事業費 （事業名） (仮称)防災コミュニティ等拠点施設整備事業 （単位：千円）

事　　　業　　　内　　　容

（目的）

　　　　　　　　　　　　　　　　

府支出金
査　定　総　額
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財　　　　源　　　　内　　　　訳
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部課名 市長公室危機管理課
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0

平 成 27 年 度 当 初 要 求 額 661,084

377,972
平成 27年度財務部長復活内示額

平成27年度当初予算　市長復活査定書

平成 27年度当初財政課長内示額 0

国支出金 府支出金

　（仮称）防災コミュニティ等拠点施設については、市の将
来のまちづくりを見据えつつ、現在、市が抱える様々な課
題を解決するため、市庁舎に隣接する新耐震基準を満たし
た民間ビルを活用し、コミュニティ機能を備えた防災拠点施
設として整備するものです。
　本施設は、南海トラフ巨大地震等の災害時には、未耐震
の本庁舎に代わって、災害対策本部機能を補完するととも
に、津波浸水区域の皆さんの一時避難地として、また、災
害救援物資の備蓄倉庫として活用します。
　更に、平時には、市の交通結節点や中心市街地という立
地を活かし、市民の防災意識向上のための展示コーナー
や防災情報の発信基地、自主防災組織のリーダー育成な
ど、安全安心のまちづくりの拠点として活用してまいりま
す。
　また、本庁舎の慢性的な駐車場不足を解消することがで
きます。

0
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別紙２


